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秋田県後期高齢者医療広域連合の概要

○ 広域連合とは

特別地方公共団体です。

広域連合は、都道府県、市町村、特別区で設置することができます。

一部事務組合と同じく広域的に処理することが適当と認められる事務を共同処理する

ために設置されます。

○ 秋田県後期高齢者医療広域連合を組織する市町村

秋田県内のすべての市町村です。

１３市、１２町村の全２５市町村で組織しております。

○ 秋田県後期高齢者医療広域連合が行う事務

平成２０年４月から「後期高齢者医療制度」の運営を行っています。
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○ 秋田県後期高齢者医療広域連合の設立について

健康保険法等の一部を改正する法律が平成１８年６月２１日に公布されたことにより、

平成２０年４月から、老人保健制度が「後期高齢者医療制度」に変わりました。

これに伴い、７５歳以上の高齢者等は、これまでの国民健康保険や被用者保険から高

齢者の独立した医療制度「後期高齢者医療制度」の被保険者となっています。

この「後期高齢者医療制度」の運営主体として都道府県ごとに、すべての市町村が加

入する広域連合の設立が法律により定められています。

秋田県では、県内全２５市町村の協議により広域連合規約を定め、県の許可を受けて

平成１９年２月１日に「秋田県後期高齢者医療広域連合」を設立しており平成２０年４

月から「後期高齢者医療制度」の運営を行っています。

年 月 高齢者医療の変遷

昭和４８年

昭和５８年

平成９年

平成１１年

平成１２年

平成１４年

平成１８年

◆高齢者医療の歩み

老人医療費の無料化（７０歳～）

・老人医療費が急増

老人保健法を制定

・患者負担の導入

・保険者（国保や健保など）からの拠出金と公費で運営

政府・与党にて新しい制度の検討を開始（自社さ連立政権時）

老健拠出金不払い運動（約９７％、１，７３９の健保組合）

「平成１４年には老健制度を廃止して新たな制度を」

（参請厚労委付帯決議）

新制度まとまらず、次の課題に

・一部負担金を定率１割に

・老健制度の対象年齢を引き上げ（７０歳→７５歳）

・公費負担割合の引き上げ（３割→５割）

後期高齢者医療制度の創設

・広域連合の設置

・標準システムの構築

・被用者保険の被扶養者に対する特別措置
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平成２０年

４月

６月

７月

９月

平成２１年

１月

４月

◆後期高齢者医療制度施行と制度の見直し（自公連立政権時）

後期高齢者医療制度施行

政府・与党による制度見直し

・低所得者に対する保険料の軽減

・年金からの保険料の支払いに係る改善

低所得者に対する保険料の軽減対策（特別対策）の実施

・被保険者均等割額の軽減（７割軽減対象者を一律８割に軽減）

・所得割軽減（賦課のもととなる総所得金額等が５８万円以下の者について、

所得割を一律５０％軽減）

普通徴収の対象者の拡大

・保険料の納付の方法について、一定の条件を満たした場合は、特別徴収か

ら普通徴収（口座振替に限る）に変更できることとされた

自公連立政権の合意事項

・７０歳から７４歳までの窓口負担の１割から２割への引き上げの凍結の継続

・後期高齢者医療制度の被保険者について、被用者保険の被扶養者であっ

た者の保険料負担軽減の継続

・低所得者の保険料の軽減

・後期高齢者医療制度については、高齢者の心情に配慮し、法に規定してあ

る５年後見直しを前倒しして、より良い制度に改善

自己負担限度額の軽減

・７５歳の誕生月に限り、新たに加入した後期高齢者医療制度と誕生日以前

に加入していた医療保険を合わせて、自己負担限度額が２倍になってしまうと

いう問題を解消

一部負担金の軽減

・現役並み所得者（医療機関での窓口負担３割）の内、一定の条件を満たした

場合は、窓口負担が１割に軽減

被用者保険の被扶養者であった者に対する保険料軽減措置の延長

・被用者保険の被扶養者であった者の保険料について、均等割額の９割軽減

措置の延長

低所得者に対する保険料軽減措置
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５月

６月

７月

９月

１０月

１１月

平成 22 年

3 月

8 月

12 月

・保険料の均等割額が７割軽減されている者について、一定の条件を満たし

た場合は、９割軽減または８割軽減

・保険料の所得割額について、一定の条件を満たした場合は、所得割額が５

割軽減

口座振替との選択制の実施

・口座振替に変更できる一定条件を撤廃し、年金と口座振替により納付できる

ようになる

低所得者は資格証明書の原則対象外に（厚労省通知）

全国後期高齢者医療広域連合協議会が発足

民主党が衆院選に向けたマニフェストを発表

・後期高齢者医療制度は廃止し、医療保険一元化へ

３党連立政権にて後期高齢者医療制度の廃止を合意

・後期高齢者医療は廃止し、医療制度に対する国民の信頼を高め、国民皆保

険を守る

・廃止する意向を表明したが、廃止時期や具体的な手法などは明示せず

全国後期高齢者医療広域連合協議会が厚生労働大臣に要望書を提出

・後期高齢者医療制度の廃止は容認するも、地域保険としての一元的運用の

道筋が実現するまでの間は高齢者と現役世代の負担明確化や都道府県単位

での財政運営など、制度の根幹を維持するよう求める

高齢者医療制度の見直し検討は２段階構えで３年程度（厚労大臣政務官談）

全国市長会が厚労大臣へ後期高齢者医療制度の当面現行維持を要請

健康保険連合会が財政支援措置等で厚労大臣へ要望書を提出

厚生労働大臣が平成 25 年度を目処に新制度への移行を表明

平成２２・２３年度保険料率改定

・全国平均ベースでは、一人当たり平均 1,300 円増、率にして約 2．1％アップ

新高齢者医療制度の中間報告が発表される

厚生労働省が高齢者医療制度改革会議の最終取りまとめを行う。

・後期高齢者医療制度の廃止

・被保険者の 8 割を国民健康保険に、2 割を健保組合、協会けんぽなどの被

用者保険に移して再編する。
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平成 23 年

1 月

9 月

・都道府県は財政運営や標準（基準）保険料率の設定を行い、市町村は標準

（基準）保険料率に基づく保険料率の決定や賦課・徴収、給付事務等を行う。

・2011年（平成23年）の通常国会へ改革関連法案を提出し、2013年（平成25

年）3 月から新制度を施行する。

新制度を2014年（平成26年）3月からの施行に変更することを厚生労働省が

表明

厚生労働大臣が改革関連法案の提出を 2012 年（平成 24 年）の通常国会で

の提出を目指すことを明言する。
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○ 秋田県後期高齢者医療広域連合の体制

広域連合長(1名)

穂積秋田市長

副広域連合長(2 名)

栗林大仙市長

齋藤井川町長

事務局長（1名）

業務課（11 名） 総務課（6名）

事務局次長（1名）

会計室（2名）

（会計管理者）

給付班（5名） 企画財務班（3名） 総務班（2名）

広 域 連 合 議 会

（定数２５人）

市町村長・市町村議会議員により組織

執 行 機 関

（24 名）

行政委員会 付属機関等

●選挙管理委員会（4名）

●監査委員（2名）

●公平委員会（県委託）

●情報公開・個人情報保護審査会

●広域連合運営懇話会

●広域連合運営検討委員会

資格・保険料班（5名）
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○ 秋田県後期高齢者医療広域連合の事務局

事務局職員は、すべて秋田県及び市町村からの派遣職員です。

今年度は、県から１人、全市から１７人、３町村から３人の合計２１人となっており

ます。

所在地 秋田県市町村会館 １階 秋田市山王四丁目２番３号

○ 秋田県後期高齢者医療広域連合の共通経費

広域連合の共通経費（医療給付以外の事務的経費）は、各市町村が負担割合に応じて

負担します。

均等割（一律） １０％

高齢者人口割（７５歳以上人口） ４０％

人口割（住民基本台帳人口） ５０％

※ 人口には、外国人も含みます。


